
私立大学等経営強化集中支援事業委員会について

平成２７年４月１日

文部科学省高等教育局長決定

１．趣 旨

18歳人口の急速な減少を見据え、スピード感のある経営改革を進め、地方に高

度な大学機能の集積を図る地方の中小規模私立大学等に対し、集中的な支援を行

う「私立大学等経営強化集中支援事業」における支援対象校の選定等に係る調査

審議のため「私立大学等経営強化集中支援事業委員会」を開催する。

２．調査審議事項

・支援対象校の選定方針に関する事項

・支援対象校の選定に関する事項

・その他必要な事項

３．委員会の構成等

・委員会の構成は別紙のとおりとする。

・委員の任期は原則２年間とし、再任を妨げない。

・必要に応じて、別紙以外の者から意見を求めることができるものとする。

・委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選任するものとする。

・副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときには、その職務を代行

する。

・委員会に、調査審議を分担させるため必要な部会等を置くことができるものと

する。

４．守秘等

・委員等は、調査審議に関する秘密を他に漏らしてはならないものとする。

５．その他

・文部科学省及び日本私立学校振興･共済事業団の共催とする。

・委員名簿は採択校の選定結果公表時まで非公表とする。

・委員会の庶務は、高等教育局私学部私学助成課において処理する。

・その他委員会の運営に関する事項は、必要に応じ委員会に諮って定める。
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大久保 幸夫 (株)リクルートワークス研究所所長

大沢 陽一郎 読売新聞編集局次長

大森 繁 成々総研代表
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佐野 慶子 公認会計士

白井 克彦 放送大学理事長
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